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５月 19 日産業統計部会での審議を踏まえた再整理事項 

（その２：標本設計の見直し、その他） 

Ⅰ 標本設計の見直し 

１．報告者選定の流れについて、再度整理してください。 

 

（回答） 

農業経営統計調査の標本選定は、図１のとおり行っている。 

 

 

 

今回の見直しに当たっては、図１にも記載したとおり、経営統計調査については、予

め主・副業別に農林業センサスから作成した母集団リストを地域・規模別に作成し、こ

れをもとに農政局が標本選定を実施する。 

標本選定の際には、調査の対象となる経営体の調査協力への承諾を得た上で行うこ

ととなるが、母集団リストとの乖離も想定されるところであり、調査協力の際にも経

営体に主業・準主業・副業的経営体の区分を確認する予定。 

  

資料３－２ 
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２．農林業センサスを母集団情報として活用するとしても、経年劣化は避けられません。 

主業又は準主業と副業との間の区分変更に係る確認方法や、調査票の適切な配布に

ついて、どのようなルールで対応が予定されているのか改めて説明してください。 

これについては、以下に記載する疑問や懸念もあることから、これらに対する考え

方も含めて、回答してください。 

①《意見再掲》2020年農林業センサスの時点で、所得に占める農業所得の割合が 50％以上であ

っても、自営農業に 60日以上従事する 65歳未満の世帯員がいない場合には、「副業的経営体」

として区分される。 

しかし、2022年（令和４年）の調査以降に 65歳未満、60日以上の世帯員が加わった場合、

実態としては「主業的経営体」に該当するが、農林業センサス時点の区分で調査が行われると

すると、「副業的経営体」として調査を行うことになるのでしょうか。 

 

② ５年間の途中で、主業又は準主業から副業になった場合について、ロングフォームからシ
ョートフォームに変更することは抵抗が少ないかもしれません。 
一方で、副業から主業又は準主業になった経営体に対して、途中からロングフォームに変更

することは負担感が強いのではないかと思われますが、個別に事情を説明して、協力を求める
という対応になるのでしょうか。 

 

③ 主業・準主業・副業に関係なく、調査期間の途中で農業をやめてしまった場合、同じ区分の

経営体を追加選定するという理解でよいでしょうか。 

 

④ 報告者が主業、準主業、副業のどの区分に該当するのかについて、毎年、期首に確認すると

のことでしたが、前年回答の結果で機械的に判断すればよいのではないでしょうか。 

 

（回答） 

（１）主業・準主業・副業的経営体の間の区分変更については、大きく２つの段階での

確認を行い、具体的には、次のとおり確実な配り分けを行いたいと考えている。（図

２参照） 
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ア 標本選定に当たり、まずは最新の農林業センサス結果を踏まえて、５年に１度

の標本設計に基づき、母集団リストを作成する。 

 

イ 新たに報告者となる経営体の場合、①１年目に標本選定を行う場合（図２では

「標本選定」とした。）と②５年の間で、調査拒否などの要因で標本選定を行う場

合（図２では「補充選定」とした。）との２つの時点で配り分けを行うこととなる。 

  配り分けに際しては、標本選定時であっても母集団名簿の経年劣化が想定され

ることから、農家に５年間にわたる調査への協力を依頼する際（図１の⑤）におい

て、母集団リストとの差異がないか必ず現況で確認し、配り分けを確実に行いた

いと考えている。また、５年の間で行う「補充選定」においても、これと同様に必

ず現況で確認し、配り分けを確実に行いたいと考えている。 

 

ウ 継続して報告者となる経営体の場合、調査始めに調査票の配布を行う際に、予

め調査事項に係る内容を説明することとしており、あわせて主業・準主業・副業的

経営体のどの区分に該当するのかについて確認することで、確実に配り分けを行

いたいと考えている。 

 

 エ イ及びウに係る一連の流れ（作業）については、調査要領やそれに基づく標本



4 
 

選定マニュアルにも記載して、全国統一の基準で行うこととする。 

 

（２）なお、ご指摘の①については、（１）イで述べたとおり、確実に配り分けを行いた

いと考えている。仮に、センサス時点において副業的経営体であっても、標本選定

時に主業経営体となっていれば、改めて副業的経営体を探し配布するものである。 

 

（３）ご指摘の②については、調査事項が増えることで調査票の配り分けが困難となる

のではないかとのご指摘と考えるが、仮に副業から主業・準主業になった場合には、

配り分け及び標本の大きさの維持の観点から、当該経営体を脱落とし、新たに副業

的経営体を選定することとしたい。 

 

（４）ご指摘の③については、貴見の通り、同じ区分（主業なら主業経営体、副業なら

副業経営体）での補充選定行うこととする。 

 

（５）ご指摘の④については、報告者である経営体に対しては、前年回答の結果があっ

たとしても本調査の調査票配布時には、営農類型の確認や労働時間の把握など経営

体が調査票を記入するに当たり齟齬が生じないよう万全を期すため、経営体の状況

を把握しつつ調査票の説明を行うこととしており、主業・準主業・副業的の把握に

おいても、調査票配布時に併せて確認したいと考えている。 
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Ⅱ その他 

【保存する際のデータ形式】 

● 今後の二次利用を踏まえ、データフォーマットは活用しやすい形になっていますか。 

他の農業関連統計調査とリンケージするなど高度な利活用が容易な形式となってい

ますか。 

 

（回答） 

ア 平成 30年までの経営統計調査の調査票情報は、個別結果表という形式で保存されて

おり、二次利用には適さない形式となっていた（別添参照）。 

 

イ 令和元年の調査結果からは、個人経営体と法人経営体で共通したデータレイアウト

により調査票データ（ＣＳＶ）を作成することとしており、これを二次利用に供する

よう準備しているところである。 

 

ウ また、調査票データの提供に当たっては、符号表及びデータレイアウトフォームも

併せて提供することとしており、符号表には個人経営体調査票の調査項目、法人経営

体調査票の調査項目、公表資料の表章項目のマッチング関係を一覧整理した参考資料

も添付することとしている。 

 

エ なお、他の農林水産統計とのデータリンケージについても、高度な二次利用の実現

に向けた取組を進めているところである。 



平成　 年　農業経営統計調査　個別結果表　

1 １　世帯員の状況（人別） a a 頭 1
2 a 田 〃 〃 〃 2
3 kg 畑 〃 〃 〃 3
4 畑 〃 kg kg 〃 4
5 〃 〃 a kg 5
6 〃 a 〃 頭 6
7 〃 〃 ㎡ 〃 7
8 a 〃 a 〃 8
9 kg 〃 〃 〃 9

10 a 田 〃 〃 〃 10
11 〃 畑 〃 〃 〃 11
12 〃 kg 〃 〃 12
13 ６　主要固定資産 kg a 〃 〃 13
14 a a 〃 〃 養蚕 箱 14
15 〃 〃 〃 ㎡ 15
16 〃 〃 〃 ａ 16
17 〃 kg 田 〃 〃 17

18 〃 〃 畑 〃 〃 18
19 〃 a kg 羽 19
20 〃 〃 kg 20
21 家 〃 〃 羽 21
22 ㎡ 22
23 〃 23
24 族 〃 24
25 〃 25

26 〃 26
27 〃 27
28 〃 28
29 〃 29
30 台 30
31 〃 31
32 〃 32
33 〃 33
34 〃 34
35 〃 35
36 〃 36
37 〃 37
38 年 常 〃 38
39 〃 39
40 始 住 〃 40
41 〃 41
42 世 家 〃 42
43 〃 43
44 帯 族 〃 44
45 〃 45
46 員 〃 46
47 〃 47
48 〃 48
49 〃 49
50 〃 50
51 〃 51
52 〃 52
53 a 53
54 〃 54
55 ㎡ 55
56 a 56
57 ㎡ 57
58 a 58
59 〃 59
60 頭 60
61 〃 61
62 〃 62
63 〃 63
64 〃 64
65 〃 65

(参考)　肥育牛

損 失肉 専 用 種(参考)平均年齢 計
合 計

資産分割 偶発損失 計 貯蓄＋売掛未収金 負債免除 計和 牛農業生産関連事業 250日以上

利 益準 専 従 者

経営外損益 （参考）家計負担償却額未

成

畜

乳 牛
計算合計

建　物 自動車等
計

日
数
別

150～200日 繁殖和牛

200～250日 現 金 資産分割・処分、偶発損失、負債免除

４　関与者労働日数 経営主 配偶者 その他 合 計
成
畜

乳 用 牛 年末現在高
差引増減額

月平均関与者 75歳以上
動

物

全 体 農 業 全 体 農 業
年 末 70 ～ 75 年始現在高も も

年

齢

別

35歳未満 施設温州みかん

露地ぶどう

全 体

自 営 農 業

（参考）
経 営

合　　計 65 ～ 70
施設ぶどう （参考）

経 営

差引増減額（資産計－負債計）

75 歳 以 上 60 ～ 65
買 掛 未 払 金 負 債 計

（参考）
経 営

農 業な し

65 ～ 70 家

族

農

業

就

業

者

露地温州みかん 年末現在高

70 ～ 75 35 ～ 60

60 ～ 65 計
り ん ご 年始現在高合 計

植

物

専

従

者

農 業 全 体 農 業 全　体非 就 業 者 パ ソ コ ン世
帯
員
の
う
ち
、

年

始

35 歳 未 満

関
与
者

35 ～ 60

差引増減額

（参考）
経 営

（参考）
経 営

作 業 コ ー ド 時 間
農 業 任 意 部 門

暖 房 機年 末 他 出 家 族 出 稼 ぎ
流 動 資 産 ( 経 営 ) 資 産 計 借 入 金 計

現 金 預貯金等 売掛未収入金

脱 穀 機扶養該当世帯員 恒 常 的 勤 務
そ の 他 用 差引増減額バインダー月平均世帯員 臨 時 的 賃 労働
家 計 用 年末現在価水管理用器具年 末 世 帯 員 自 営 兼 業

年始現在価自動給餌機

肥 育 牛 中小動物 資 材 在 庫
合　　計 農業生産関連事業

パイプラインミルカー 農業生産関連事業用同 居 人 う
ち
、

関
与
者

自 営 農 業

未処分農産 農 業 生 産
物 在 庫 額

経

営

農 業 用

農 外 用

75歳以上 合 計 切り返し機（ローダー）

土 地 建 物 自動車 農機具 流 動 資 産 ( 農 業 )スピードスプレイヤー （参考）購入等内訳70 ～ 75 非 就 業 者
動力噴霧機 農業生産関連事業

肥 料 散 布 農 業60 ～ 65 恒 常 的 勤 務
経 営35 ～ 60 臨 時 的 賃 労働

差
引
増
減

額
②
-
①

（参考）全体

65 ～ 70 出 稼 ぎ

自 営 兼 業 中 耕 除 草
世

帯

員

15 ～ 20 農業生産関連事業

20 ～ 35
収 穫 機

移 植 機
部 門 ２総 合 は 種 農 業

農業生産関連事業

３　世帯員及び就業者（人）

農

機

具

コンバイン

時 間
15歳未満 世

帯

員

就

業

別
・

年

末

自 営 農 業
作 業 コ ー ド経 営

合 計 田 植 機 資産分割減少額等

計 男 女 計 乾 燥 機

計年

末

現

在

価

②

（参考）全体
男 女

雇 用 等 歩行用トラクター

家 族 乗用トラクター

減

資

（

経

営
）

減 価 償 却 額
売

却

等

価 額
処分差損失

農業生産関連事業 管理専用機（野菜用）

資産分割増加額ゆい・手間替出等

成長・新植等

ト ラ ッ ク
受 託

プラスチックハウス 家族労働見積額合 計

購入・支払・自給資材ガ ラ ス 室 増

資

（

経

営
）

雇 用 等

自

動

車

乗 用 車

農業生産関連事業ゆい・手間替受 乾牧草収納庫

た い 肥 舎

部 門 １
75歳以上 家族労働時間

年

始

現

在

価

①

（参考）全体

経 営

農 業計

70～75

経 営 全 体 農業固定資本額建

築

物

納 屋 ・ 倉
畜 舎

植 物 牛 馬
固 定 資 産 計 （参考）

鶏 舎

土 地 建 物 自 動 車 農 機 具
住 家

合 計

農

業

自営農業

作 業 コ ー ド 時 間
農

業

60～65 ゆい・手間替出等

耕 地

65～70 農業生産関連事業
8　財産と増減形態

販 売 数 量
ブロイラー販売羽数

豆

類

作付面積

田
畑自

営

農

業

35～60 受 託
貸 付 地35歳未満

男

（参考）　作業別労働時間

女 計 男
畑 部 門 規 模

生 産 概 況 任 意 部 門

全 体 うち、農業経営関与者 以

外

耕

地

宅　地

生産量 養

鶏

月平均採卵鶏 生 産 量
鶏卵生産量

２　農業及び農業生産関連事業労働時間(時間) 牧草地

作付 面積 飼

料

作

物

作 付 面 積 当 該 営 農 収 入
田 当 該 営 農 現 金 収 入

畑 か
ん
し
ょ

生産量

販売数量

田 畑土

地

普通畑

女 計

就 業 区 分

作付面積 田 露 地自

作

地

耕

地

田

山　林

樹園地

営 農 類 型 規 模
在 宅 月 数

扶 養 区 分
作付面積 花

き

作 付 面 積 乳 用 種
繭（掃立卵量）

施 設

年始数量 年始現在価 うち経営 生産量 い

も

類

小

麦

販 売 数 量
関 与 者

畑 生産量 畑合 計
生 産 量

年 末 在 住
その他の土地 桑 園

部 門 規 模
合 計

工芸農
作 物

作付面積 肥育牛販売頭数

田 肉 専 用 種
茶 園

麦

類

作付面積

田
生産調整田面積 自家生産和牛

計 植 栽 面 積 乳 用 種 生 産 概 況 部 門 ３
肉 専 用 種 販 売 数 量経営地 陸

稲

作付面積 畑
主

要

樹

園

地

果樹園 生産量

耕

地

以

外

の

土

地

区分出荷米 雑

穀

田

そ

ば

作付面積

合 計
宅 地

部 門 規 模
受 託

作付面積 露地野菜

肉

用

牛

施設野菜

果
樹

結果樹面積

牧 草 地 加工用米

採 草 放 牧 地

計
農

業

及

び

農

業

生
産

関

連

事

業

労

働

時
間

自営農業

農業生産関連事業

年 始 在 住

山 林

ゆい・手間替出等

経
営
耕
地
面
積

田

樹園地

生 乳 生 産 量
月平均繁殖めす牛

月平均肥育牛

主食用米 販売 数量 野

菜

作 付 面 積

生 産 量

年 齢

畑 肉豚販売頭数 生 産 量普通畑

酪
農

月平均搾乳牛 販 売 数 量
生 産 概 況 部 門 ２

販売数量 生 産

続 柄
い
も
類

ば
れ
い
し
ょ

作 付 面
養
豚

年始繁殖めす豚

田 月平均肥育豚

生 産 量
性 別

水

稲

作付面積

５　土地面積(a) 経営地 うち、借入地 作付延べ面積 7　主要農畜産物の生産概況

豆

類

大

豆

作付 面積

T U V W X YN O P Q R S

生 産 概 況 部 門 １
部 門 規 模

生産量

H I J K L M

（営農類型別経営統計：個別経営）№１

単位:1000円

B C D E F G Z

5 6 7 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38

59 60 61 62 6353 54 55 56 57 5847 48 49 50 51 5241 42 43 44 45 46

市 区 町 村
旧 市

区 村
農 業 集 落

調 査

区
経 営 体

経

営

移

譲

就

業

・

そ

の

他

営

農

類

型

区

分

営

農

類

型

規

模

区

分

都 道

府 県

振 興

局

有

無

・

形

態

方

針

決

定

収

益

配

分

管 理

番 号

調査対象
経営体

営農類型別統計

前 年 集 計 倍 率 家 族 経 営 協 定 区 分 2015センサス時 セ ン サ ス 基 本 指 標 （ 2015 年 ）

年 月

１

次

分

類

２

次

分

類
経

営

世

帯

任

意

部

門

部

門

１

部

門

２

部

門

３

任

意

部

門

集
計
対
象

区

分

青
色
申
告

区

分

後
継
者
の

有

無

世

帯

内

経

営

体

数

環境保全型区分 調 査 委 嘱

稲

畑

作

物

野

菜

果

樹

主副業

区分

専

兼

業

別

区

分

認

定

農

業

者

区

分

農

業

者

年

金

基

金

主

従

別

区

分

単一・複合区分

単

一

・

複

合

１

位

作

目

２

位

作

目

経

営

耕

地

規

模

営農

類型

営

農

類

型

規

模

区

分

調　査　部　門　区　分 部門別規模区分 農業地

域

類型区部

門

１

部

門

２

部

門

３

調査年
都 道 府 県

番 号

管 理

番 号

調査対象
経営体

調

査

脱

落

区

分

経

営

種

類

16 17 18c 2 3 4 8 9 19 39 4010 11 12 13 14 15

別添



平成　 年　農業経営統計調査　個別結果表　
（営農類型別経営統計：個別経営）№２

66 66
67 67
68 68
69 69
70 70
71 71
72 72
73 73
74 74
75 75
76 76
77 77
78 78
79 79
80 80
81 81
82 82
83 83
84 農外事業内部仕向の内訳 84
85 85
86 86
87 87
88 88
89 89
90 90
91 91
92 92
93 93
94 94
95 田作ばれいしょ 95
96 畑作ばれいしょ ① 96
97 ② 97
98 ③ 98
99 ①+② 99
100 ①+③ 100
101 （参考）直接販売収入の内訳 101
102 102
103 103
104 104
105 105
106 106
107 107
108 108
109 109
110 ５　農業生産関連事業収入 110
111 ％ 111
112 〃 112
113 〃 113
114 千円 114
115 ％ 115
116 円 116
117 ％ 117
118 回 118
119 時間 119
120 千円 120
121 円 121
122 〃 122
123 〃 123
124 千円 124
125 円 125
126 〃 126
127 千円 127
128 128
129 129
130 130
131 131
132 132
133 133
134 134
135 135
136 136
137 137
138 138
139 139
140 140
141 141
142 142
143 143
144 144
145 145

単 位 :1000 円
B C D E F G H I

総　額
関連事業消費 家計消費 物増減額 関連事業消費 家計消費

P Q R

１ 農 業 粗 収 益 販売・受取
内部仕向 在庫・動植

合　計 1  農業粗収益（つづき） 販売・受取

J K L M N O

計

物増減額 事

業

林 業 収 入
内部仕向 在庫・動植

合　計
７ 農 外 収 入 販売・受取 内部仕向

稲

作

主 食 用 米 施 設 野 菜
水 産 業 収 入作 物 収 入 野

菜

露 地 野 菜

区 分 出 荷 米 果 樹
計加 工 用 米

そ の 他 の 事 業 収 入

被 用 労 賃
そ の 他 の 米

事

業

外

給 料 ・ 俸 給
水 稲 稲 わ ら

計
歳 費 及 び 手 当

水稲加工品等

工 芸
農 作 物

田 作
畑 作

地 代 収 入
配 当 利 子 等

陸 稲 稲 わ ら
花

き

露 地
施 設

合 計

陸 稲

計陸稲加工品等
計

総　額
８　農外支出 ９　年金等の収入

麦

類

田 作 小 麦

そ

の

他

作

物

稲 発 酵 粗 飼 料
そ の 他 の 飼 料 作 物

水 産 業 支 出 そ の 他
そ の 他 作 物

計

計田 作 大 麦 等

購入・支払
年金等

給付金

公的年金

退 職 金
計

畜 産 収 入畑 作 大 麦 等

畑 作 小 麦

雑

穀

田 作 そ ば
養

鶏

ブ ロ イ ラ ー

計

その他の事業支出

事 業 外

負 債 利 子

畑作その他雑穀 酪

農

生 乳
田作その他雑穀

合 計

その他の事業外支出 関連事業消費

鶏 卵 （ 廃 鶏 含 む ）
計 そ の 他 収 入

養 豚
減 価 償 却 費

事 業

林 業 支 出

畑 作 そ ば

合 計
家 計 消 費

計 自 家 生 産 乳 牛
計

10 租 税 公 課 諸 負 担 農 業 負 担 分
関与者の農業 （参考）

畑 作 大 豆
計

豆

類

田 作 大 豆

その他畑作豆類

以外経営分　 家計負担分
その他田作豆類

肥

育

牛

肥 育 乳 牛
肥 育 和 牛

都 道 府 県 税育 成 乳 牛
国 税

畑作かんしょ
自 家 生 産 和 牛

市 町 村 税

売 掛 未 収 入 金

い

も

類

田作かんしょ
計計

養 蚕
公 課 諸 負 担

11 預 貯 金 等 ( 経 営 ) 年始現在価 年末残高
そ の 他 の 畜 産
ふ ん 尿 収 入

合 計

計 受 託 収 入
預 貯 金 等

預貯金等+売掛未収入金
農 業

雇 用 労 賃 そ の 他
制 度 受 取 金２ 農 業 経 営 費 購入・支払 減価償却 生産資材増減額 総　額 農 業

雑 収 入
農 業

動 物
うち、農　業

種 苗 ・ 苗 木 合 計

直接販売収入計
割 合 金 額

12　借入金
（参考）全　体 経　営

年始現在高 年末現在高 年始現在高 年末現在高

資 産 処 分 ・ 分 割 差 損 益 等
肥 料

諸 材 料 自営店舗販売

借 入 金 計
年始現在高 年末現在高

農 業 薬 剤 直売所販売

飼 料

農 用 自 動 車 小売業への直接販売

長 期光 熱 動 力 通信販売
短 期

農 用 建 物 そ の 他

借入金＋買掛未払金農 機 具 食品製造業・外食産業

買 掛 未 払 金

15 分 析 指 標
作 業 委 託 料 販売・受取 生産現物家計消費 総　額
賃 借 料

６ 農 業 生 産 関 連 事 業 支 出
14　経済の総括 総　額

負債免除・その他

経 営 費 農外及び農業生産関連事業
支 払 地 代 観 光 農 園

農 産 加 工 雇 用 労 賃 農　業
粗 収 益 農 業 依 存 度

土地改良・水利費

付 加 価 値 率

所 得 農 業 所 得 率
物件税及び公課諸負担 市 民 農 園

物
財
費
等

購入・支払
生産現物関連事業

減価償却費 支 出負 債 利 子 農 家 民 宿
農業生産
関連事業

収 入 付 加 価 値 額

農 業 固 定 資 産 装 備 率
包装荷造・運搬等料金 そ の 他

計 所 得企 画 管 理 費 農家レストラン

農 業 固 定 資 産 回 転 率
その他 年 始 手 持 現 金 ( 経 営 )

13 現 金 総 括 ( 経 営 ) 総　額 支 出
農 機 具 資 産 比 率

制度積立金等 合 計
合 計

農　外
収 入

所 得
農外+農業生産関連事業所得 耕地10a当たり農業固定資産額

３　経営所得安定対策等の内訳 関連事業 (販売・受取) 年 金 等 収 入 農
業
所
得

耕地10a当たり自営農業労働時間

合 計 収

入

農業粗収益(販売・受取)

農 業
雑 支 出

家族労働１時間当たり

数 量 払 年 金 等 の 収 入 租税公課(関与者農業外経営) 農業固定資産千円当たり

農業労働１時間当たり

水 田 活 用 の
直 接 支 払 交 付 金

面 積 （ a ） 交 付 額
畑 作 物 の

直接支払交付金
交 付 額 計

農 外 ( 販 売 ・ 受 取 ) 総 所 得

付
加

価
値
額

自営農業労働１時間当たり

飼 料 作 物 六 条 大 麦
大 豆 二 条 大 麦 資 産 分 割 増 加 ( 現 金 ) 加 算 す べ き 額 （ 経 営 ）

固定資産売却（経営） 可 処 分 所 得 耕地10a当たり麦 小 麦

関連事業 (雇用労賃+購入支払) 事 業 主 勘 定 （ 経 営 ）
余 剰 （ 経 営 ） 耕地10a当たり

飼 料 用 米 大 豆
米 粉 用 米 は だ か 麦

合 計 控 除 す べ き 額 （ 経 営 ） 農業固定資産千円当たり

Ｗ Ｃ Ｓ 用 稲 でん粉原料用ばれいしょ 震 災 補 償 金 （ 農 業 ）
農 外 ( 購 入 ・ 支 払 )

（

参
考
）

租税公課 (関与者農業外経営＋家計)

租税公課(関与者農業外経営) 可 処 分 所 得

な た ね

農業経営費(購入・支払)

現 物 支 給
義 援 金 偶 発 損 失 ( 現 金 ) 非関与者の減価償却額

控除すべき額（全体）
加 工 用 米

戦

略

作

物

て ん さ い

震 災 補 償 金 ( 農 外 事 業 ) 資 産 分 割 減 少 ( 現 金 )
固定資産購入（経営） 加算すべき額（全体）そ ば 震 災 補 償 金 ( 関 連 事 業 )

支

出

事 業 主 勘 定 （ 全 体 ）産 地 交 付 金 貯蓄・売掛・借入・買掛流入流出差額

合 計 余 剰 （ 全 体 ）

米 経 営 所 得 安定 対策 面 積 （ a ） 交 付 額
(参考)

年 末 手 持 現 金 ( 経 営 )合 計 合 計
事業主勘定 (経営 )（現金）

米 （ 直 接 支 払 ）
生産現物家計消費

合 計

減 価 償 却 費

68 71 72 73 74

調 査 年
都 道 府 県

番 号

管 理

番 号

調査 対象
経 営 体

経

営

種

類

営

農

類

型

64 65 66 67 69 70

調　査　部　門　区　分

部

門

１

部

門

２

部

門

３

任

意

部

門

A



平成　  年　農業経営統計調査　個別結果表
（営農類型別経営統計：個別経営）№３

I

計

146 146

147 内部 147

148 仕向 148

149 149

150 150

151 151

152 152

153 153

154 154

155 155

156 156

157 157

158 158

159 159

160 家 160

161 161

162 162

163 計 族 163

164 164

165 165

166 166

167 167

168 168

169 169

170 170

171 家 171

172 農　業 172

173 雑支出 173

174 男 族 174

175 175

176 176

177 177

178 178

179 179

180 180

181 181

182 家 182

183 183

184 184

185 女 族 185

186 186

187 187

188 188

189 189

190 190

191 191

192 192

193 193

194 194

195 195

196 196

197 ％ 197

198 千円 198

199 ％ 199

200 円 200

201 ％ 201

202 回 202

203 円 203

204 〃 204

205 〃 205

206 〃 206

207 〃 207

208 時間 208

209 農　業 千円 209

210 雑支出 kg 210

211 千円 211

212 〃 212

213 〃 213

214 〃 214

部門２ 部門３ 任意部門

R S T

計 部門１ 部門２ 部門３ 任意部門

O P QH J K L M NB C D E F G

結

果

表

№

２

の

部

門

別

７

農
業
雑
収
支
の
制
度
受
取
金
、

積
立
金
の
内
訳

受

取

金

等

農 業 共 済

米 の 直 接 支 払

任意部門

世 帯 員 続 柄 ５

農
業
粗
収
益

収

入

販 売 ・ 受 取

計 部門１ 部門２ 部門３部門１

家計消費世帯員２

経営所得安定対 策等関連事業消費世帯員１

世帯員４

在庫・動植物増減額世帯員３

結

果

表

№

１

の

部

門

別

世帯員５

水 田 活 用 の 直 接 支 払 交 付 金計

世帯員８

動 物

世帯員12

世帯員６
結

果

表

№

２

の

部

門

別

農 業 雑 収 入

合 計

世帯員７

種 苗 ・ 苗 木

産 地 交 付 金６

農

業

経

営

費

購

入

・

支

払

雇 用 労 賃

世帯員10

世帯員９

畑作物の直接支払交付金

世帯員11

肥 料

収入減少影響緩和対策飼 料

２

自

営

農

業

労

働

時

間

（

時

間
）

35 歳 未 満 諸 材 料

集 荷 円 滑 化 対 策農 業 薬 剤

１

人
別

自

営

農

業

労
働

時

間
（

時

間
）

35 ～ 60

国内麦流通円滑化特別対策

果 実 需 給 安 定 対 策60 ～ 65 農 用 自 動 車

野 菜 価 格 安 定 対 策光 熱 動 力

70 ～ 75 農 用 建 物

果 樹 経 営 支 援 対 策農 機 具65 ～ 70

75 歳 以 上

肉用牛肥育経営安定対

養 豚 経 営 安 定 対 策計 作 業 委 託 料

肉用子牛生産者補給金賃 借 料

雇 用 等 支 払 地 代

環境保全型農業直接支払土地改良・水利費ゆい・手間替受

合 計

中山間地域等直接支払関 与 者 負 債 利 子

配合飼料価格安定基金物件税及び公課諸負担

35 ～ 60 包装荷造・運搬等料金

地 域 集 積 協 力 金企 画 管 理 費35 歳 未 満

60 ～ 65

多面的機能・農地維持

65 ～ 70 そ の 他

多面的機能・資源向上制度積立金等

種 苗 ・ 苗 木75 歳 以 上 減

価

償

却

合 計70 ～ 75

ゆい・手間替受

合 計計 動 物

そ の 他

雇 用 等

積

立

金

等

農 業 共 済

収入減少影響緩和対策

農 用 自 動 車

合 計

農 機 具

国内麦流通円滑化特別対策関 与 者 企 画 管 理 費

集 荷 円 滑 化 対 策農 用 建 物

種 苗 ・ 苗 木35 ～ 60 生
産
資
材
増
減
額

野 菜 価 格 安 定 対 策合 計35 歳 未 満

65 ～ 70

果 樹 経 営 支 援 対 策60 ～ 65 肥 料

果 実 需 給 安 定 対 策

農 業 薬 剤70 ～ 75

肉用牛肥育経営安定対飼 料

計

養 豚 経 営 安 定 対 策75 歳 以 上 諸 材 料

肉用子牛生産者補給金

包装荷造・運搬等料金ゆい・手間替受

配合飼料価格安定基金光 熱 動 力

合 計

雇 用 等 合 計

関 与 者

そ の 他

総

額

雇 用 労 賃

種 苗 ・ 苗 木

年末現在価

３

財
産
と
増
減
形
態
（

農
業
）

年
始
現
在
価

建 物

合 計

農 機 具

肥 料自 動 車
８　借入金＋買掛未払金

年始現在価動 物

農 業 薬 剤植 物

9 粗 収 益飼 料

部門別 経 営 費

固 定 資 産 計 光 熱 動 力

農業所得 所 得諸 材 料牛 馬

建 物 農 用 自 動 車

農 業 所 得 率10

分

析

指

標

固 定 資 産 計

自 動 車 農 機 具

付 加 価 値 額

農 用 建 物

付 加 価 値 率

農 機 具 資 産 比 率植 物 賃 借 料

農業固定資産装備農 機 具

農業固定資産回転作 業 委 託 料牛 馬

４

流
動
資
産

未処分 年始現在価
農 業 農業労働１時間当たり土地改良・水利費

年
末
現
在
価

在庫額 差引増減額

農産物 年末現在価
所 得 農業固定資産千円当たり支 払 地 代
農業固定資産千円当たり農業及び関連事業所得物件税及び公課諸負担

農業生 年始現在価
付 加 自営農業労働１時間当たり負 債 利 子

産資材 年末現在価
価 値 額 農業固定資産千円当たり企 画 管 理 費

在庫額 差引増減額
単
位
当
た
り
指
標

自営農業労働時間

農業固定資産額

包装荷造・運搬等料金

そ の 他

制度積立金等

農 業 粗 収 益

農 業 経 営 費

合 計

生 産 量

付 加 価 値 額

農 業 所 得

68 71 72 73 74

調 査 年
都 道 府 県

番 号

管 理

番 号

調査 対象
経 営 体

経

営

種

類

営

農

類

型

64 65 66 67 69 70

調 査 部 門 区 分

部

門

１

部

門

２

部

門

３

任

意

部

門

A
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